予算要求資料
平成26年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：農業費　目：農山村振興費
	事業名　新鳥獣被害対策技術研究開発事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　農政部 農村振興課 鳥獣害対策係　電話番号：058-272-1111（内3157）

E-mail：c11427@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　      2,400千円（前年度予算額： 　　－　千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	2,400
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,400

	決定額
	2,400
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,400


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　・岐阜県における平成24年度の野生鳥獣による農作物被害額は約4.3億円に上り、特にシカによる被害が年々深刻化している。

・農作物に被害を及ぼすシカを捕獲するため、平成23年度から郡上市において、大型の囲いわなを使った捕獲技術の現地実証を行っているほか、平成24年度には落とし網による技術の実証を行っているところ。

 ・これら２つの技術は、相当数のシカを一斉に捕獲する手法として今後普及が期待されるが、捕獲に際して資材を設置するための一定規模の農地を確保する必要があることや、資材費が高額、設置に多大な労力を要するなどの課題があり、改善が求められている。

（２）事業内容

県の研究機関が農業者や資材メーカー等と連携し、農作物に被害を及ぼすシカを効率的に捕獲するための技術を開発する。
1 コスト、省力で設置がより簡単な捕獲システムの開発

　　・わなの全体構造、必要な資材の検討
②わなへ誘引するための技術の開発

・畜産用飼料や誘引剤等の検討、自動撮影カメラによる誘因効果の検証

③捕獲のタイミングを自動で判別するシステムの開発

　　・シカがわなの中へ侵入したことを自動的に感知し、捕獲のタイミングの把握等を行うシステムの開発
④捕獲ネット等の資材の開発

　　・資材の選定、物理性（強度等）の分析・検討
（３）県負担・補助率の考え方

　　　捕獲効率が良く、低価格で普及性の高い捕獲機材の開発は、農地、森林等で被害を受けている地域の緊急の課題であり、県の負担は妥当である。

　　　

（４）類似事業の有無
有　【類似事業】鳥獣被害防止総合対策交付金
既存技術の実証・普及を目的としたものであり、研究開発を行う本事業とは異なる。　
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	400
	シカ出没状況調査、資材メーカーとの現地打合せ等

	需用費
	1,440
	捕獲に必要な資材（ネット、誘引剤、自動撮影カメラ、頭数カウントセンサー等電子部品等）の購入

	委託料
	560
	資材の物理性分析、特許・実用新案の相談調査費

	合計
	2,400
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　岐阜県農業農村基本計画
（２）国・他県の状況

　　　愛知県、三重県等において、試験場、民間企業等と連携して捕獲システムを開発している。
（３）後年度の財政負担
　　　ニホンジカを対象とし平成27年度までの２カ年を目途に実施（※額未定）
　　　岐阜県型として普及性の高いニホンジカ捕獲システムが確立した後は、カワウの新たな捕獲システム開発を検討する。

（４）事業主体及びその妥当性
普及性の高いシカ捕獲システムの開発にあたっては、野生鳥獣の生態に関する専門的知識と経験、試験研究機関等による実証、改良を継続して行う必要があることから、県において行うことが適当である。

事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　県研究機関が農業者や資材メーカー等と連携し、シカを効率的に捕獲するための普及性の高い技術を開発する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	開発システムの実施地区
	　　0
（H25）
	（H  ）
	（H  ）
	（H　）
	　2
（H27）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）
	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

（１）平成24年度　落とし網によるシカの捕獲実証　

（H24鳥獣被害対策新技術実証事業委託業務　県単事業）

・場　　所：郡上市八幡町有穂

・実証資材：ＯＢＡＭＡビーストキャッチ（小浜ヤンマー株式会社）

・設置規模：324㎡（18ｍ×18ｍ）

（２）平成23年度　シカ用大型囲いワナによる捕獲実証

（H23地域ぐるみの鳥獣害対策モデル事業委託業務　県単事業）

・場　　所：郡上市八幡町美山鬼谷

・実証資材：農業者、ネット資材メーカー、(独)森林総合研究所等の独自考案によるゲート落とし網方式

・設置規模：324㎡（18ｍ×18ｍ）


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　（１）平成24年度　落とし網によるシカの捕獲実証
捕獲実績：H24年度シカ3頭（12/23　ｵｽ1頭、ﾒｽ2頭）

（２）平成23年度　シカ用大型囲いワナによる捕獲実証

捕獲実績：H24年度シカ2頭、H23年度シカ3頭

・効率的かつ安定的なシカ捕獲システムの開発により、県下で捕獲活動が普及し、捕獲頭数の拡大とともに農産物等の被害軽減が図られる。

・集落周辺に生息するシカ頭数の減少は、農業生産意欲の向上のほか、耕作放棄地の解消、人身、交通事故等の農業生活環境の改善にもつながる。




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	効率的で安価な捕獲技術の開発は、普及性が高く、必要性が高い



	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
これまでに現地実証を実施した既製品の２技術は、捕獲に際して資材を設置するために一定規模の農地を確保する必要があることや、資材費が高額、設置に多大な労力をようすることなどの課題があり、改善が求められている。
　


（次年度の方向性）
	継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

平成26年度に開発した捕獲システムの資材、電子部品の強度、性能について現地実証を行い、その結果を踏まえて、より普及性の高い捕獲システムへ改善を図る。




